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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきましては、第100期中間連結会計期間は希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第100期中 第101期中 第102期中 第100期 第101期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 85,504 84,494 83,523 173,613 171,984

経常利益 (百万円) 13,909 15,145 14,847 28,539 27,585

中間(当期)純利益 (百万円) 9,171 8,524 8,164 17,687 15,902

純資産額 (百万円) 186,665 199,180 212,487 193,216 203,822

総資産額 (百万円) 251,037 262,226 275,633 266,244 269,048

１株当たり純資産額 (円) 726.91 798.79 857.04 775.48 822.43

１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) 35.56 34.19 32.94 69.06 63.70

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

(円) ― 34.18 32.93 69.06 63.68

自己資本比率 (％) 74.4 76.0 77.1 72.6 75.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 13,173 6,903 13,195 28,974 19,805

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,072 △6,484 △7,502 1,271 △24,809

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,239 △1,490 △2,490 △13,332 △5,102

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 39,837 50,981 45,076 51,963 41,941

従業員数 (人) 4,605 4,548 4,534 4,540 4,517



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第100期中間会計期間の１株当たり中間配当額７円には、記念配当２円を含めております。 

  また、第100期の１株当たり配当額14円には、記念配当２円及び特別配当２円を含めております。 

３ １株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額につきまし

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第100期中 第101期中 第102期中 第100期 第101期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 80,739 81,003 79,921 164,848 164,255

経常利益 (百万円) 13,697 14,493 14,386 28,277 26,890

中間(当期)純利益 (百万円) 9,173 8,337 7,848 17,844 16,216

資本金 (百万円) 44,261 44,261 44,261 44,261 44,261

発行済株式総数 (千株) 267,597 267,597 267,597 267,597 267,597

純資産額 (百万円) 181,998 195,320 207,432 189,521 198,466

総資産額 (百万円) 240,492 253,953 266,558 258,668 257,635

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 7.00 7.00 10.00 14.00 17.00

自己資本比率 (％) 75.7 76.9 77.8 73.3 77.0

従業員数 (人) 3,290 3,227 3,246 3,247 3,194



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社であったサンケミカル株式会社は、株式売却により出資比率が減少したため、当中間連結会計期間末よ

り持分法適用関連会社としております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 平成17年９月30日現在、当社および連結子会社の労働組合の状況は、次のとおりであります。 

 なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品 4,411 

その他 123 

合計 4,534 

従業員数(人) 3,246 

提出会社(連結子会社等への出向者含む) 組合員 3,018人  

  (日本化学エネルギー産業労働組合連合会所属) 

タナベ インドネシア社 組合員 263人  

台湾田辺製薬股份有限公司 組合員 56人  

天津田辺製薬有限公司 組合員 275人  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の医薬品業界は、医療費抑制策の強化が避けられない状況の中で、新薬開発力の強化をはじ

めとする事業基盤の強化を図るため、企業間のＭ＆Ａが活発になるなど、国内ならびに欧米製薬企業との競合が、

研究開発、生産、営業などあらゆる分野で激化し、ますます厳しいものとなりました。 

このような経営環境の中、当社グループは、新薬パイプライン充実のための研究開発費を増額する一方、現有製

品の育成と拡大、ならびに研究開発費以外の経費の削減に努めております。 

当中間連結会計期間の業績は次のとおりであります。 

・売上高は、医薬品事業、その他事業とも減収となり、835億23百万円(前中間連結会計期間比1.1％減)となりま

した。 

・営業利益は、研究開発費は増加したものの、売上原価率の改善や研究開発費以外の経費が減少した結果、149億

19百万円(同1.3％増)となりました。なお、経常利益は、為替差損やたな卸資産廃棄損の増加により、148億47

百万円(同2.0％減)となりました。 

・研究開発費は、PDEⅣ阻害剤「ロフルミラスト」、抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製剤「レミケード」などの開

発費用が増加したため、137億16百万円(同7.6％増)となり、売上高に対する比率は16.4％となりました。 

・特別利益に関係会社株式売却益など４億48百万円、特別損失に固定資産処分損、ビタミン訴訟関連損失など12

億91百万円を計上した結果、特別損益は８億42百万円の損失(同95百万円増)となり、中間純利益は81億64百万

円(同4.2％減)となりました。 

・１株当たり中間純利益は32円94銭(同１円25銭減)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 医薬品事業 

国内医療用医薬品市場は、業界再編や医療費抑制策などの影響により引き続き厳しい市場環境にありました。

このような状況下において、当社は「レミケード」を中心に顧客志向をより鮮明に打ち出し、様々な情報提供を

推進してまいりました。医薬品事業全体の売上高は、海外の医療用医薬品が増加したものの、国内の医療用医薬

品および一般用医薬品が減少し、772億23百万円(同0.9％減)となりました。営業利益は、原価率の改善などによ

り150億18百万円(同2.1％増)となりました。 

・国内医療用医薬品の売上高は、「レミケード」、アレルギー性疾患治療剤「タリオン」などが伸長したもの

の、セフェム系抗生物質製剤「モダシン」の販売権移管による売上減少分などをカバーできず減収となりまし

た。 

・一般用医薬品の売上高は、「ナンパオ」、「アスパラドリンク」などが減少したため減収となりました。 

・海外医療用医薬品の売上高は、ワクチンおよび狭心症・高血圧症治療剤(カルシウム拮抗剤)「ヘルベッサー」

が増加し、増収となりました。 



② その他事業 

その他事業の売上高は、主に化成品事業の売上減少などにより63億円(同4.0％減)となり、営業利益は99百万円

の赤字となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比較して31億34百万円増加し450億76

百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動においては、131億95百万円の資金を得ました。前中間連結会計期間との比較では、仕入債務の増加およ

び法人税等の支払額減少などにより62億91百万円増加しました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動においては、75億２百万円の資金を支出しました。前中間連結会計期間との比較では、投資有価証券の

取得などにより、10億18百万円の支出増加となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動においては、24億90百万円の資金を支出しました。前中間連結会計期間との比較では、配当金支払いな

どが増加し、10億円の支出増加となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりとなります。 

  

(注) １ 生産金額は生産数量を正味販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりとなります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 株式会社クラヤ三星堂は、平成16年10月１日に株式会社メディセオホールディングスに商号を変更しております。 

  なお、株式会社メディセオホールディングスは、平成17年10月１日に株式会社メディセオ・パルタックホールディングス

に商号を変更しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品 54,857 9.9 

その他 373 △48.4 

合計 55,231 9.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

医薬品 77,223 △0.9 

その他 6,300 △4.0 

合計 83,523 △1.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

株式会社スズケン 11,582 13.7 14,495 17.4

東邦薬品株式会社 11,986 14.2 13,312 15.9

株式会社クラヤ三星堂 7,915 9.4 ― ―

株式会社メディセオホー
ルディングス 

― ― 9,343 11.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年６月29日開催の第101回定時株主総会の決議に基づき、平成17年10月１日に当社の小野田工場を会

社分割し、「山口田辺製薬株式会社」を設立いたしました。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等 注記事項 (重要な後発事象)」に記載のとおりであ

ります。 

  



５ 【研究開発活動】 

(医薬品事業) 

当社グループは、医療ニーズに合致した医薬品の提供という社会的使命を果たすべく、日々努力を続けておりま

す。将来のさらなる成長に向け、中長期的な観点で研究開発や営業活動強化のための投資を積極的に実行することに

より企業価値の増大を図っております。 

  

平成17年９月30日現在の主な新製品開発状況は、以下のとおりです。 

  

(注) T-0047については、導出先の英グラクソ・スミスクライン社が欧米でフェーズⅡ試験を進めていましたが、米国食品医薬品

局が予防的な手段として、α4インテグリン拮抗剤群の臨床試験を中断するとの判断を下したため、平成17年３月から開発を
中断しています。 

  

第101期有価証券報告書から開発段階が変更したものは以下のとおりです。 

・「レミケード」(関節リウマチ、クローン病)の関節リウマチでの用法・用量の変更に向けたフェーズⅢ試験を本

年９月に開始しました。 

・糖尿病の治療薬として期待されるDPPⅣ阻害剤(TA-6666)のフェーズⅡ試験を本年７月に米国で開始しました。 

・表には記載しておりませんが、グラクソ・スミスクライン社(英)が、過活動膀胱の治療薬として開発中のBKチャ

ネル開口剤(TA-1702)のフェーズⅠ試験を本年10月に米国で開始しました。 

治験コード 
(製品名) 一般名 薬剤分類 

(予想適応症など) 

開発ステージ

オリジン 開発 
日本 欧米

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(ベーチェット病：効能追加) 

申請中
(平成15年７月)

米セントコア社 自社 

TA-4708 
(メインテート) ビソプロロール 

選択的β1遮断剤 
(慢性心不全：効能追加) フェーズⅢ 独メルク社 自社 

TA-2711E 
(ガストローム) エカベト 

消化管粘膜保護剤 
(潰瘍性大腸炎：効能・剤型追加) フェーズⅢ フェーズⅡ 自社

日本：自社 
欧米：Tanabe  
AAI LLC(米) 

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(クローン病・維持治療：効能追加)

フェーズⅢ 米セントコア社 自社 

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(関節リウマチ：用法・用量の変更)

フェーズⅢ 米セントコア社 自社 

APTA-2217 ロフルミラスト PDEⅣ阻害剤 
(喘息) 

フェーズ
Ⅱ／Ⅲ 

独アルタナファ
ーマ社 

独アルタナファ
ーマ社との共同
開発 

APTA-2217 ロフルミラスト PDEⅣ阻害剤 
(COPD) 

フェーズ
Ⅱ／Ⅲ 

独アルタナファ
ーマ社 

独アルタナファ
ーマ社との共同
開発 

TA-8317 フェンタニル口腔
粘膜吸収製剤 

麻薬性鎮痛剤 
(癌性突出痛) フェーズⅡ 米セファロン社 自社 

TA-1790 アバナフィル PDEⅤ阻害剤 
(勃起不全) フェーズⅡ 自社

米ヴィーヴァス
社 

TA-2005 カルモテロール 長時間作用性β2刺激剤 
(喘息、COPD) フェーズⅡ 自社 伊キエージー社

TA-6666   DPPⅣ阻害剤 
(糖尿病) フェーズⅡ 自社 自社 

T-0047(注)   
細胞接着阻害剤［α4β7/α4β1
阻害剤］ 
(多発性硬化症、炎症性腸疾患等) 

フェーズⅡ 自社
英グラクソ・ス
ミスクライン社

T-0128   
I型DNAトポイソメラーゼ阻害剤
(DDS製剤：カンプトテシン誘導体) 
(悪性腫瘍) 

フェーズⅠ 自社 伊メナリーニ社

TA-5538   NK-1拮抗剤 
(過活動膀胱等) フェーズⅠ 自社 自社 



創薬研究では、研究プロジェクトの重点化を進めるとともに、国内外の産官学とのアライアンスを積極的に推進

し、研究活動の効率を高めております。また、重要な疾患領域では、作用メカニズムの異なる複数の研究プロジェク

トを推進し、フランチャイズ戦略の強化を図っております。 

また、開発ステージに応じて、効率的で質の高い活動が展開できるよう日米欧３極での臨床開発体制構築を進める

とともに、医薬品開発に関するマネジメント改革を推進しております。 

なお、当中間連結会計期間中の研究開発費は、前中間連結会計期間比7.6％増の137億16百万円、売上高に占める比

率は16.4％となりました。 

  

(その他事業) 

特に記載すべき事項はありません。 

なお、その他事業における研究開発費については小額のため、医薬品事業に含めております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結会

計期間における重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、

拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 267,597,847 267,597,847
大阪・東京
(各市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 267,597,847 267,597,847 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 267,597,847 ― 44,261 ― 48,036



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 上記には含まれておりませんが、当社は、自己株式19,650千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.34％)を保有

しております。なお、当該株式は、商法第241条第２項の規定により議決権を有しておりません。 

３ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループから平成17年11月15日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書によ

り、平成17年11月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点

における所有株式数の確認ができませんので、上記表には含めておりません。なお、大量保有報告書の内容は以下のとお

りであります。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 22,533 8.42

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 19,426 7.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 16,701 6.24

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21－24 10,879 4.07

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイ 
ロンドンエスエルオムニバスア
カウント 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

 
Woolgate House, Coleman Street 
London EC2P 2HD, ENGLAND 
  
  
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 
  

7,994 2.99

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 5,218 1.95

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 4,848 1.81

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 4,708 1.76

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 4,700 1.76

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
505103 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

 
P.O.Box 351 Boston,  Massachusetts
02101 U.S.A. 
  

(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

4,596 1.72

計 ― 101,606 37.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 22,533千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 19,426千株

日本生命保険相互会社 826千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 4,848千株

第一生命保険相互会社 663千株

野村證券株式会社 36千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ 

東京都千代田区丸の内二丁目
７番１号 

21,565 8.06



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、小倉美術印刷株式会社所有の相互保有株式330株および当社所有の自己株式732株が

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

19,650,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

(相互保有株式) 
普通株式 

45,000 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

246,759,000 
246,756 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,143,847 
― 同上 

発行済株式総数 267,597,847 ― ― 

総株主の議決権 ― 246,756 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

田辺製薬株式会社 
大阪府大阪市中央区道修町
三丁目２番10号 

19,650,000 ― 19,650,000 7.34

(相互保有株式)   

小倉美術印刷株式会社 
大阪府八尾市若林町 
２丁目115 

45,000 ― 45,000 0.02

計 ― 19,695,000 ― 19,695,000 7.36



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

役職の異動 

  

  

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,136 1,150 1,125 1,072 1,109 1,196

最低(円) 1,040 1,083 1,048 1,000 1,012 1,055

氏名 新役名及び新職名 旧役名及び旧職名 異動年月日 

柳 澤 憲 一 
取締役 
執行役員 

渉外担当兼
開発本部長 

取締役
執行役員 

開発本部長 平成17年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    51,416 45,545   41,413 

２ 受取手形及び売掛金    56,716 55,259   56,158 

３ 有価証券    1,007 4,110   5,008 

４ たな卸資産    23,375 20,839   20,561 

５ 繰延税金資産    3,473 3,199   4,247 

６ その他    1,822 1,823   1,549 

貸倒引当金    △37 △39   △39 

流動資産合計    137,772 52.5 130,738 47.4   128,899 47.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 建物及び構築物 ※2 25,121   23,566 24,680   

(2) 機械装置及び 
運搬具 ※2 8,791   7,273 8,058   

(3) 工具、器具及び 
備品   3,627   3,078 3,321   

(4) 土地 ※2 14,210   12,818 14,188   

(5) 建設仮勘定   898 52,649 20.1 632 47,369 17.2 723 50,971 19.0

２ 無形固定資産          

(1) 商標権   1,035   661 848   

(2) ソフトウェア   4,498   3,105 3,755   

(3) 連結調整勘定   165   119 143   

(4) その他   188 5,888 2.3 201 4,088 1.5 193 4,940 1.8

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   31,534   66,194 56,853   

(2) 長期貸付金   423   1,089 602   

(3) 長期前払費用   474   539 525   

(4) 繰延税金資産   611   452 464   

(5) 前払年金費用   20,793   20,230 20,534   

(6) その他   12,122   4,984 5,310   

貸倒引当金   △44 65,915 25.1 △54 93,436 33.9 △54 84,236 31.3

固定資産合計    124,454 47.5 144,894 52.6   140,148 52.1

Ⅲ 繰延資産          

１ 社債発行差金    0 0.0 ― ―   ― ―

資産合計    262,226 100.0 275,633 100.0   269,048 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    17,401 15,487   12,643 

２ 短期借入金    1,109 556   935 

３ １年以内に返済予定 
の長期借入金 ※2  137 60   197 

４ １年以内に償還予定 
の社債 ※2  100 ―   ― 

５ 未払金    4,119 11,077   9,915 

６ 未払法人税等    5,380 3,537   6,973 

７ 未払消費税等    651 359   970 

８ 賞与引当金    4,302 3,779   4,369 

９ 返品調整引当金    212 288   314 

10 売上割戻引当金    365 289   361 

11 その他    891 881   869 

流動負債合計    34,670 13.2 36,316 13.2   37,549 13.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※2  541 136   563 

２ 繰延税金負債    5,544 7,968   4,885 

３ 退職給付引当金    13,819 11,437   13,940 

４ 役員退職慰労引当金    269 270   302 

５ スモン訴訟健康管理 
  手当等引当金    6,302 5,700   6,070 

６ その他    218 122   353 

固定負債合計    26,695 10.2 25,636 9.3   26,116 9.7

負債合計    61,365 23.4 61,953 22.5   63,666 23.6

(少数株主持分)          

少数株主持分    1,681 0.6 1,192 0.4   1,560 0.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    44,261 16.9 44,261 16.0   44,261 16.5

Ⅱ 資本剰余金    48,096 18.4 48,134 17.5   48,126 17.9

Ⅲ 利益剰余金    112,770 43.0 124,032 45.0   118,393 44.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    12,650 4.8 15,989 5.8   13,441 5.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    △1,345 △0.5 △1,121 △0.4   △1,461 △0.6

Ⅵ 自己株式    △17,253 △6.6 △18,808 △6.8   △18,939 △7.0

資本合計    199,180 76.0 212,487 77.1   203,822 75.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計    262,226 100.0 275,633 100.0   269,048 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    84,494 100.0 83,523 100.0   171,984 100.0

Ⅱ 売上原価    30,142 35.7 29,188 34.9   63,609 37.0

売上総利益    54,351 64.3 54,334 65.1   108,375 63.0

返品調整引当金 
戻入額    65 0.1 26 0.0   ― 

返品調整引当金 
繰入額    ― ―   37 0.0

差引売上総利益    54,416 64.4 54,360 65.1   108,338 63.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 広告宣伝費   1,034   1,143 1,971   

２ 販売諸費   3,363   2,947 6,736   

３ 給料賃金   5,599   5,531 11,079   

４ 賞与引当金繰入額   2,605   2,160 2,683   

５ 賞与手当等   586   746 3,675   

６ 退職給付引当金 
  繰入額   939   979 1,853   

７ 役員退職慰労 
  引当金繰入額   13   29 128   

８ 減価償却費   1,192   1,170 2,416   

９ 研究開発費   12,749   13,716 27,789   

10 連結調整勘定償却額   22   23 44   

11 その他   11,577 39,683 47.0 10,991 39,441 47.2 22,492 80,870 47.0

営業利益    14,732 17.4 14,919 17.9   27,467 16.0

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   22   156 66   

２ 受取配当金   245   230 359   

３ 賃貸料   30   20 61   

４ 持分法による 
  投資利益   ―   ― 9   

５ その他   611 909 1.1 384 791 0.9 727 1,225 0.7

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   11   9 22   

２ 寄付金   125   102 182   

３ 為替差損   26   151 126   

４ 固定資産除却損   91   257 293   

５ たな卸資産廃棄損   68   227 187   

６ 持分法による 
  投資損失   27   28 ―   

７ その他   146 497 0.6 84 862 1.0 293 1,107 0.7

経常利益    15,145 17.9 14,847 17.8   27,585 16.0



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益          

１ 関係会社株式売却益   ―   371 ―   

２ 固定資産売却益 ※１ 67   38 951   

３ 投資有価証券売却益   ―   37 849   

４ 貸倒引当金戻入額   ― 67 0.1 1 448 0.5 ― 1,801 1.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産処分損 ※２ 786   560 786   

２ ビタミン訴訟 
  関連損失   ―   496 ―   

３ 減損損失 ※３ ―   119 ―   

４ 投資有価証券評価損   204   64 392   

５ 事業構造改革関連 
  損失 ※４ ―   ― 1,297   

６ 施設利用権解約損失   ―   ― 241   

７ ゴルフ会員権評価損   13   ― 16   

８ その他   ― 1,005 1.2 50 1,291 1.5 6 2,741 1.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益    14,207 16.8 14,005 16.8   26,645 15.5

法人税、住民税 
及び事業税   4,249   3,370 11,207   

法人税等調整額   1,287 5,536 6.5 2,391 5,761 6.9 △502 10,705 6.3

少数株主利益    △145 △0.2 △79 △0.1   △38 △0.0

中間(当期)純利益    8,524 10.1 8,164 9.8   15,902 9.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   48,083 48,126   48,083

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益 13 13 8 8 42 42

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  48,096 48,134   48,126

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   106,035 118,393   106,035

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 8,524 8,524 8,164 8,164 15,902 15,902

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 1,743 2,477 3,489 

２ 取締役賞与 46 1,789 47 2,525 54 3,543

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  112,770 124,032   118,393

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益   14,207 14,005 26,645

減価償却費   4,039 3,747 8,413

減損損失   ― 119 ―

退職給付引当金の増(減)額   △23 △2,429 98

前払年金費用の(増)減額   △52 304 206

貸倒引当金の増(減)額   10 △1 23

受取利息及び受取配当金   △267 △386 △426

支払利息   11 9 22

有形固定資産除売却損益   786 671 36

投資有価証券売却損益   ― △409 △849

投資有価証券評価損   204 64 392

持分法による投資損益   27 28 △9

事業構造改革関連費用   ― ― 1,297

ビタミン訴訟関連損失   ― 496 ―

売上債権の(増)減額   △1,015 598 △507

たな卸資産の(増)減額   155 △793 2,998

仕入債務の増(減)額   1,099 3,110 △3,732

未払金の増(減)額   △1,651 2,708 364

その他   △1,025 △1,696 △348

小計   16,506 20,149 34,625

利息及び配当金の受取額   293 368 452

利息の支払額   △12 △8 △24

ビタミン訴訟和解金の支払額   ― △496 ―

特別退職金の支払額   △1,199 ― △1,199

法人税等の支払額   △8,683 △6,817 △14,047

営業活動による 
キャッシュ・フロー   6,903 13,195 19,805

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出   ― △1,111 △3,001

有価証券の売却による収入   ― 2,512 7

定期預金の預入による支出   △2,191 △129 △3,275

定期預金の払戻による収入   243 164 294

有形固定資産の取得による支出   △4,665 △3,099 △6,065

有形固定資産の売却による収入   913 1,055 2,679

無形固定資産の取得による支出   △610 △283 △811

投資有価証券の取得による支出   △105 △6,517 △15,236

投資有価証券の売却による収入   ― 139 854

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却   ― △148 ―

その他   △68 △84 △254

投資活動による 
キャッシュ・フロー   △6,484 △7,502 △24,809

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(純額)   △203 △93 △388

長期借入れによる収入   300 ― 500

長期借入金の返済による支出   △40 △31 △178

社債の償還による支出   ― ― △100

自己株式取得による支出   △18 △26 △2,249

ストックオプションの権利行使による
収入   254 169 831

配当金の支払額   △1,755 △2,488 △3,470

その他   △26 △19 △45

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △1,490 △2,490 △5,102

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   89 △67 83

Ⅴ 現金及び現金同等物の増(減)額   △982 3,134 △10,021

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   51,963 41,941 51,963

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高   50,981 45,076 41,941



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社20社は、エースアート株

式会社、サンケミカル株式会

社、タナベ ヨーロッパ社等全

てを連結子会社としておりま

す。 

なお、連結子会社である株式会

社田辺アールアンドディー・サ

ービスは、平成16年７月に連結

子会社である株式会社サン臨床

解析センターを吸収合併いたし

ました。 

従って、当中間連結会計期間末

における連結子会社は19社とな

っております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社19社は、エースアート株

式会社、タナベ ヨーロッパ社

等全てを連結子会社としており

ます。 

なお、連結子会社であったサン

ケミカル株式会社は、株式売却

により出資比率が減少し持分法

適用関連会社となったため、当

中間連結会計期間末に連結子会

社から除外しております。 

従って、当中間連結会計期間末

における連結子会社は18社とな

っております。 

また、連結子会社であった株式

会社サン総合情報センターにつ

いては、平成17年10月１日に保

有株式を全て売却いたしまし

た。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社20社は、エースアート株

式会社、サンケミカル株式会

社、タナベ ヨーロッパ社等全

てを連結子会社としておりま

す。 

なお、連結子会社である株式会

社田辺アールアンドディー・サ

ービスは、平成16年７月に連結

子会社であった株式会社サン臨

床解析センターを吸収合併して

おります。 

従って、当連結会計年度末にお

ける連結子会社は19社となって

おります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテ

ラボ・タナベ シミイ社等関連

会社６社に対する投資について

持分法を適用しております。 

なお、持分法適用関連会社であ

ったメディシノバ社は、増資に

より出資比率が減少し関連会社

ではなくなったため当中間連結

会計期間末に持分法適用関連会

社から除外しております。 

従って、当中間連結会計期間末

における持分法適用関連会社は

５社となっております。 

また、栄研化学株式会社につき

ましては、保有株式を全て退職

給付信託に拠出いたしましたの

で持分法は適用しておりませ

ん。 

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテ

ラボ・タナベ シミイ社等関連

会社５社に対する投資について

持分法を適用しております。 

なお、連結子会社であったサン

ケミカル株式会社は、株式売却

により出資比率が減少したた

め、当中間連結会計期間末より

持分法適用関連会社としており

ます。 

従って、当中間連結会計期間末

における持分法適用関連会社は

６社となっております。 

また、栄研化学株式会社につき

ましては、保有株式を全て退職

給付信託に拠出いたしておりま

すので持分法は適用しておりま

せん。 

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテ

ラボ・タナベ シミイ社等関連

会社６社に対する投資について

持分法を適用しております。 

なお、持分法適用関連会社であ

ったメディシノバ社は、増資に

より出資比率が減少し関連会社

ではなくなったため当中間連結

会計期間末に持分法適用関連会

社から除外しております。 

従って、当連結会計年度末にお

ける持分法適用関連会社は５社

となっております。 

また、栄研化学株式会社につき

ましては、保有株式を全て退職

給付信託に拠出いたしておりま

すので持分法は適用しておりま

せん。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、１

社を除いて全てが６月30日であ

り、中間連結決算日との差異が

３ヵ月を超えないため、当該中

間決算日現在の中間財務諸表を

基礎として中間連結財務諸表を

作成し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の事業年度末日は、

１社を除いて全てが12月31日で

あり、連結決算日との差異が３

ヵ月を超えないため、当該事業

年度に係る財務諸表を基礎とし

て連結財務諸表を作成し、連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

    満期保有目的の債券 

      償却原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しております) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

    満期保有目的の債券 

      償却原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しております) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

     投資事業有限責任組合へ

の出資 

      原価法によっておりま

す。ただし、組合の営

業により獲得した損益

の持分相当額を各中間

連結会計期間の損益と

して計上することと

し、また、組合がその

他有価証券を保有して

いる場合で当該有価証

券に評価差額がある場

合には、評価差額に対

する持分相当額をその

他有価証券評価差額金

に計上することとして

おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)有価証券 

    満期保有目的の債券 

      償却原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定しております) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

     投資事業有限責任組合へ

の出資 

      原価法によっておりま

す。ただし、組合の営

業により獲得した損益

の持分相当額を各連結

会計年度の損益として

計上することとし、ま

た、組合がその他有価

証券を保有している場

合で当該有価証券に評

価差額がある場合に

は、評価差額に対する

持分相当額をその他有

価証券評価差額金に計

上することとしており

ます。 

  (ロ)   ―――   (ロ)デリバティブ 

    時価法 

  (ロ)デリバティブ 

同左 

  (ハ)たな卸資産 

商品 主として総平均

法による低価法

製品 主として移動平

均法による低価

法 

原材料他 主として移動平

均法による原価

法 

  (ハ)たな卸資産 

同左 

  (ハ)たな卸資産 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産  定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

無形固定資産  定額法 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(主として５年)

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

同左 

(3) 繰延資産の処理方法 

社債発行差金は、社債発行か

ら償還までの期間により、均

等償却しております。 

(3)    ――― (3) 繰延資産の処理方法 

社債発行差金は、社債発行か

ら償還までの期間により、均

等償却しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる

損失に備えて、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別債権の

回収不能見込額を計上する

こととしております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充て

るため、下期支払賞与見込

額のうち当中間連結会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

  (ロ)賞与引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充て

るため、翌連結会計年度支

払賞与見込額のうち当連結

会計年度負担額を計上して

おります。 

  (ハ)返品調整引当金 

当社は、当中間連結会計期

間売上高に対して下期以降

予想される返品に備えて、

法人税法の規定に基づく限

度相当額を計上しておりま

す。 

  (ハ)返品調整引当金 

同左 

  (ハ)返品調整引当金 

当社は、当連結会計年度売

上高に対して翌連結会計年

度以降予想される返品に備

えて、法人税法の規定に基

づく限度相当額を計上して

おります。 

  (ニ)売上割戻引当金 

当社は、販売した商品・製

品に対する将来の売上割戻

しに備えて、当中間連結会

計期間末売掛金に当中間連

結会計期間割戻率を乗じた

金額を計上しております。 

  (ニ)売上割戻引当金 

同左 

  (ニ)売上割戻引当金 

当社は、販売した商品・製

品に対する将来の売上割戻

しに備えて、当連結会計年

度末売掛金に当連結会計年

度割戻率を乗じた金額を計

上しております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ホ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

  (ホ)退職給付引当金 

同左 

  (ホ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

  (ヘ)役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社

では、役員の退職慰労金支

給に充てるため、内規に基

づく当中間連結会計期間末

退職慰労金要支給額を計上

しております。 

  (ヘ)役員退職慰労引当金 

同左 

  (ヘ)役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社

では、役員の退職慰労金支

給に充てるため、内規に基

づく当連結会計年度末退職

慰労金要支給額を計上して

おります。 

  (ト)スモン訴訟健康管理手当等

引当金 

スモン訴訟における和解成

立原告に対する健康管理手

当及び介護費用の生涯支払

見込額を計上しておりま

す。 

  (ト)スモン訴訟健康管理手当等

引当金 

同左 

  (ト)スモン訴訟健康管理手当等

引当金 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、為替差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産、

負債、収益及び費用は中間決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて

おります。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負

債、収益及び費用は決算日の

直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(7)    ――― (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

等が付されている外貨建債

権債務等については、振当

処理を行っております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

    (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引

及び通貨オプ

ション取引 

ヘッジ対象 実需に基づく

外貨建予定取

引及び外貨建

債権債務 

  

    (ハ)ヘッジ方針 

    将来の為替変動リスクを回

避しキャッシュ・フローを

固定化することを目的に、

事前に社内において承認を

受けた上で、社内管理規程

に基づきヘッジ取引を行っ

ております。 

  

    (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象に

ついて、既に経過した期間

におけるキャッシュ・フロ

ー累計額を比較して有効性

の判定を行っております。 

  

(8) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は相殺のう

え、未払消費税等として表示

しております。 

(8) 消費税等の会計処理 

同左 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用しております。 

 この結果、税金等調整前中間純利

益が119百万円減少しております。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間まで「投資その他の資産」の「そ

の他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組

合への出資(前中間連結会計期間7,083百万円)について

は、「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

６月９日法律第97号)の施行に伴う「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)等の改正に

より当中間連結会計期間から「投資その他の資産」の

「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資額

は3,210百万円であります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する連結会計年度

より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会実務対応

報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が472百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ同額減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      96,372百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      93,903百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      97,917百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保として工場財団抵当に

供している資産は、次のと

おりであります。 

建物及び 
構築物 
(帳簿価額) 

315百万円

機械装置 
及び運搬具 
(帳簿価額) 

164百万円

土地 
(帳簿価額) 

1,042百万円

計 
(帳簿価額) 

1,521百万円

※２     ――― ※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保として工場財団抵当に

供している資産は、次のと

おりであります。 

建物及び
構築物 
(帳簿価額) 

306百万円

機械装置
及び運搬具 
(帳簿価額) 

536百万円

土地
(帳簿価額) 

1,042百万円

計
(帳簿価額) 

1,885百万円

  (2) 上記に対応する債務は、次

のとおりであります。 

１年以内に返済
期限が到来する
長期借入金 

6百万円

１年以内に償還
予定の社債 

100百万円

計 106百万円

    (2) 上記に対応する債務は、次

のとおりであります。 

１年以内に返済
期限が到来する
長期借入金 

66百万円

長期借入金 116百万円

計 183百万円

 ３ 偶発債務については次のとお

りであります。 

(1) 保証債務  

  従業員住宅融資の保証 

  0百万円

  金融機関借入の 
  保証 

189百万円

(サンケミカル株式会社及び他

３社の連帯保証であります。) 

 ３      ―――  ３ 偶発債務については次のとお

りであります。 

(1) 保証債務  

 金融機関借入の 
  保証 

169百万円

(サンケミカル株式会社及び他

３社の連帯保証であります。) 

 ４ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引金融機関５社と特定融資枠

契約を締結しております。 

特定融資枠契約の総額 

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ４ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引金融機関５社と特定融資枠

契約を締結しております。 

特定融資枠契約の総額 

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ４ 当社グループは、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引金融機関５社と特定融資枠

契約を締結しております。 

特定融資枠契約の総額 

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 固定資産売却益は、土地建物

の売却益64百万円及び車両そ

の他の売却益であります。 

※１ 固定資産売却益は、土地の売

却益25百万円及び車両その他

の売却益であります。 

※１ 固定資産売却益は、不動産信

託受益権の売却益725百万

円、土地建物の売却益222百

万円及び車両その他の売却益

であります。 

※２ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損649百万円及びその

他の除売却損であります。 

※２ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損455百万円及びその

他の除売却損であります。 

※２ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損649百万円及びその

他の除売却損であります。 

※３      ――― ※３ 減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上い

たしました。 

   当社グループは原則として事

業用資産、賃貸資産、遊休資

産の区分にて資産のグループ

化を行い、時価が著しく下落

している遊休資産を中心に帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたし

ました。事業用資産につきま

しては資産グループを、賃貸

資産及び遊休資産につきまし

ては個別資産をグルーピング

の最小単位としております。 

   なお、上記減損損失の測定に

使用した回収可能価額は固定

資産税評価額に基づく正味売

却価額であります。 

用途 種類 場所 金額

遊休等 土地 
兵庫県
西宮市
他 

119百万円

合計 119百万円

※３      ――― 

※４      ――― ※４      ――― ※４ 事業構造改革関連費用の主な

ものは、新たに設立する関係

会社への転籍者に対する加算

退職金であります。 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金 51,416百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

△434百万円

現金及び 
現金同等物 

50,981百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  

現金及び預金 45,545百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

△468百万円

現金及び 
現金同等物 

45,076百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金 41,413百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

△471百万円

取得日から３ヵ
月以内に償還期
限の到来する有
価証券 

1,000百万円

現金及び
現金同等物 

41,941百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  工具、器具及び備品

取得価額 
相当額 

2,558百万円 

減価償却 
累計額相当額 

1,579百万円 

中間期末 
残高相当額 

978百万円 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  工具、器具及び備品

取得価額 
相当額 

1,769百万円

減価償却 
累計額相当額

968百万円

中間期末 
残高相当額 

801百万円

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

工具、器具及び備品

取得価額
相当額 

1,950百万円 

減価償却
累計額相当額

1,076百万円 

期末残高
相当額 

873百万円 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 466百万円

 １年超 512百万円

 合計 978百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 340百万円

 １年超 461百万円

 合計 801百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 380百万円

 １年超 493百万円

 合計 873百万円

 なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

 なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

 なお、未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 316百万円

 減価償却費 
 相当額 

316百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 226百万円

 減価償却費
 相当額 

226百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 609百万円

減価償却費 
 相当額 

609百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあ

るもの 

  該当事項はありません。 

１ 満期保有目的の債券で時価のあ

るもの 

同左 

１ 満期保有目的の債券で時価のあ

るもの 

同左 

２ その他有価証券で時価のあるも

の 

  

  
取得原価 
  

(百万円) 

  

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

  

  
差額 
  

(百万円)

  株式 11,294  26,284  14,990

  合計 11,294  26,284  14,990

２ その他有価証券で時価のあるも

の 

  

 
取得原価
  

(百万円)

 

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

 

 
差額 
  

(百万円)

(1) 株式 11,145 35,550 24,404

(2) 債券 15,129 15,091 △37

   公社債 15,129 15,091 △37

  合計 26,275 50,641 24,366

２ その他有価証券で時価のあるも

の 

 

 
取得原価 
  

(百万円) 

  

連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

  

  
差額 
  

(百万円)

(1) 株式 11,106 31,274 20,168

(2) 債券 15,131 15,161 29

   公社債 15,131 15,161 29

  合計 26,238 46,436 20,198

３ 時価評価されていない主な有価

証券の内容及び中間連結貸借対

照表計上額 

 (1) 満期保有目的の債券 

非公募の 
内国債券 

1,023百万円

３ 時価評価されていない主な有価

証券の内容及び中間連結貸借対

照表計上額 

 (1) 満期保有目的の債券 

非上場の債券 10,015百万円

３ 時価評価されていない主な有価

証券の内容及び連結貸借対照表

計上額 

 (1) 満期保有目的の債券 

非上場の債券 6,015百万円

 (2) その他有価証券 

非上場株式 4,706百万円

 (2) その他有価証券 

非上場株式 4,577百万円

投資事業有限
責任組合への 
出資金 

3,210百万円

ＭＭＦ 1,001百万円

その他 97百万円

 (2) その他有価証券 

非上場株式 4,702百万円

投資事業有限 
責任組合への 
出資金 

3,134百万円

譲渡性預金 1,000百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 当社グループは、デリバティブ取引

(ヘッジ会計が適用されているもの

を除く。)を利用しておりませんの

で、該当事項はありません。 

同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

  
医薬品 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 77,931 6,562 84,494 (―) 84,494

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 77,931 6,562 84,494 (―) 84,494

  営業費用 63,221 6,539 69,761 (―) 69,761

  営業利益 14,709 23 14,732 (―) 14,732

  
医薬品 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 77,223 6,300 83,523 (―) 83,523

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 77,223 6,300 83,523 (―) 83,523

  営業費用 62,205 6,399 68,604 (―) 68,604

  営業利益 15,018 △99 14,919 (―) 14,919



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 当社の事業の種類別セグメント情報は、製品(商品を含む)の種類・性質等を基準区分として、「医薬品」と「その他」に

分けております。 

２ 各セグメントの主たる製品及び役務の内容 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

  
医薬品 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 158,775 13,209 171,984 (―) 171,984

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 158,775 13,209 171,984 (―) 171,984

  営業費用 130,471 14,045 144,517 (―) 144,517

  営業利益 28,304 △836 27,467 (―) 27,467

セグメント 主たる製品及び役務の内容

医薬品 医療用医薬品、一般用医薬品、診断薬

その他 化成品、食品添加物、機械設備、情報サービス、宣伝製作物等



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 各セグメントの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、各セグメントの海外売上高の記載を省略しております。

  

海外売上高(百万円) 連結売上高(百万円)
海外売上高の連結売上高に 

占める割合(％) 

7,110 84,494 8.4 

海外売上高(百万円) 連結売上高(百万円)
海外売上高の連結売上高に 

占める割合(％) 

8,072 83,523 9.7 

海外売上高(百万円) 連結売上高(百万円)
海外売上高の連結売上高に 

占める割合(％) 

13,865 171,984 8.1 



(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 798円79銭 １株当たり純資産額 857円04銭 １株当たり純資産額 822円43銭

１株当たり 
中間純利益金額 

34円19銭
１株当たり 
中間純利益金額 

32円94銭
１株当たり
当期純利益金額 

63円70銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益 

34円18銭
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益 

32円93銭
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額 

63円68銭

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間 
純利益金額 

中間純利益金額 8,524百万円

普通株主に 
帰属しない金額 

―百万円

普通株式に係る 
中間純利益金額 

8,524百万円

普通株式の 
期中平均株式数 

249,300千株

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

中間純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 104千株

(うちストック 
オプション) 

(104千株)

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 

１株当たり中間
純利益金額 

中間純利益金額 8,164百万円

普通株主に 
帰属しない金額 

―百万円

普通株式に係る
中間純利益金額 

8,164百万円

普通株式の 
期中平均株式数 

247,884千株

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額

中間純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 15千株

(うちストック
オプション) 

(15千株)

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益

金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 

１株当たり当期
純利益金額 

 

当期純利益金額 15,902百万円

普通株主に
帰属しない金額 

54百万円

(うち利益処分による 
取締役賞与) 

(54百万円)

普通株式に係る
当期純利益金額 

15,847百万円

普通株式の
期中平均株式数 

248,771千株

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

 

当期純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 104千株

(うちストック
オプション) 

(104千株)

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につき

ましては、一部の原告と和解が成立しておりますが、引き続き係争中であります。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   46,783   40,334 36,546   

２ 受取手形   1,665   1,281 1,300   

３ 売掛金   54,684   53,671 54,070   

４ 有価証券   1,007   4,110 5,008   

５ たな卸資産   20,401   18,962 17,985   

６ その他   5,275   4,780 5,872   

貸倒引当金   △5   △5 △5   

流動資産合計    129,811 51.1 123,136 46.2   120,779 46.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   21,420   20,366 21,133   

(2) 機械及び装置   7,123   6,329 6,557   

(3) 土地   13,553   12,253 13,539   

(4) その他   5,283   4,536 4,839   

有形固定資産 
合計   47,381   43,487 46,070   

２ 無形固定資産   5,620   3,847 4,677   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   36,947   69,606 58,985   

(2) 前払年金費用   20,793   20,230 20,534   

(3) その他   13,441   6,301 6,638   

貸倒引当金   △42   △50 △50   

投資その他の 
資産合計   71,139   96,087 86,109   

固定資産合計    124,141 48.9 143,422 53.8   136,856 53.1

資産合計    253,953 100.0 266,558 100.0   257,635 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   14,351   13,531 10,512   

２ 未払金   6,568   12,405 11,231   

３ 未払法人税等   5,119   3,325 6,636   

４ 未払消費税等   583   314 886   

５ 賞与引当金   4,050   3,500 4,120   

６ 返品調整引当金   212   288 314   

７ 売上割戻引当金   365   289 361   

８ その他   575   586 584   

流動負債合計    31,825 12.5 34,240 12.9   34,648 13.5

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債   7,142   8,257 4,836   

２ 退職給付引当金   13,037   10,689 13,122   

３ 役員退職慰労引当金   235   238 260   

４ スモン訴訟健康管理 
  手当等引当金   6,302   5,700 6,070   

５ その他   90   ― 230   

固定負債合計    26,807 10.6 24,885 9.3   24,520 9.5

負債合計    58,633 23.1 59,126 22.2   59,168 23.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    44,261 17.4 44,261 16.6   44,261 17.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   48,036   48,036 48,036   

２ その他資本剰余金          

(1) 自己株式処分差益   59   98 89   

資本剰余金合計    48,096 18.9 48,134 18.1   48,126 18.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   5,134   5,134 5,134   

２ 任意積立金   85,795   96,111 85,795   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   16,634   17,782 22,767   

利益剰余金合計    107,564 42.4 119,028 44.6   113,697 44.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    12,638 5.0 14,796 5.5   11,305 4.4

Ⅴ 自己株式    △17,240 △6.8 △18,789 △7.0   △18,924 △7.3

資本合計    195,320 76.9 207,432 77.8   198,466 77.0

負債・資本合計    253,953 100.0 266,558 100.0   257,635 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    81,003 100.0 79,921 100.0   164,255 100.0

Ⅱ 売上原価    28,566 35.3 27,902 34.9   59,679 36.3

売上総利益    52,436 64.7 52,019 65.1   104,575 63.7

返品調整引当金 
戻入額    65 0.1 26 0.0   ― 

返品調整引当金 
繰入額    ― ―   37 0.0

差引売上総利益    52,501 64.8 52,045 65.1   104,538 63.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    38,376 47.4 37,932 47.4   78,173 47.6

営業利益    14,125 17.4 14,113 17.7   26,365 16.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   9   131 33   

２ 受取配当金   349   312 635   

３ その他   414 773 1.0 482 926 1.1 732 1,401 0.8

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   1   1 3   

２ その他   402 404 0.5 651 653 0.8 873 876 0.5

経常利益    14,493 17.9 14,386 18.0   26,890 16.4

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   ―   37 849   

２ 固定資産売却益 ※２ 65   26 948   

３ 貸倒引当金戻入額   ― 65 0.1 ― 63 0.1 2 1,799 1.1

           



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産処分損 ※３ 786   557 786   

２ ビタミン訴訟 
  関連損失   ―   496 ―   

３ 減損損失 ※４ ―   76 ―   

４ 投資有価証券評価損   204   64 392   

５ 関係会社株式売却損   ―   48 ―   

６ 事業構造改革関連 
  費用 ※５ ―   ― 1,297   

７ 施設利用権解約損失   ―   ― 241   

８ ゴルフ会員権評価損   13   ― 16   

９ その他   ― 1,005 1.3 47 1,291 1.6 6 2,740 1.7

税引前中間(当期) 
純利益    13,553 16.7 13,158 16.5   25,950 15.8

法人税、住民税 
及び事業税   3,995   3,154 10,617   

法人税等調整額   1,220 5,215 6.4 2,156 5,310 6.7 △883 9,733 5.9

中間(当期)純利益    8,337 10.3 7,848 9.8   16,216 9.9

前期繰越利益    8,297 9,933   8,297 

中間配当額    ― ―   1,745 

中間(当期) 
未処分利益    16,634 17,782   22,767 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    投資事業有限責任組合への

出資 

原価法によっておりま

す。ただし、組合の営業

により獲得した損益の持

分相当額を各中間会計期

間の損益として計上する

こととし、また、組合が

その他有価証券を保有し

ている場合で当該有価証

券に評価差額がある場合

には、評価差額に対する

持分相当額をその他有価

証券評価差額金に計上す

ることとしております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    投資事業有限責任組合への

出資 

原価法によっておりま

す。ただし、組合の営業

により獲得した損益の持

分相当額を各事業年度の

損益として計上すること

とし、また、組合がその

他有価証券を保有してい

る場合で当該有価証券に

評価差額がある場合に

は、評価差額に対する持

分相当額をその他有価証

券評価差額金に計上する

こととしております。 

 (2)     ―――  (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

商品 総平均法による 

低価法 

製品 移動平均法による 

低価法 

原材料・ 

その他 

移動平均法による 

原価法 

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 定率法 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

同左 

   無形固定資産 定額法 

   ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間(主として５年)

に基づく定額法を採用してお

ります。 

    



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損

失に備えて、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別債権の回収不能見込

額を計上することとしており

ます。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、下期支払賞与見込額の

うち、当中間会計期間負担額

を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、翌事業年度支払賞与見

込額のうち当事業年度負担額

を計上しております。 

 (3) 返品調整引当金 

   当中間会計期間売上高に対し

て下期以降予想される返品に

備えて、法人税法の規定に基

づく限度相当額を計上してお

ります。 

 (3) 返品調整引当金 

同左 

 (3) 返品調整引当金 

   当事業年度売上高に対して翌

事業年度以降予想される返品

に備えて、法人税法の規定に

基づく限度相当額を計上して

おります。 

 (4) 売上割戻引当金 

   販売した商品・製品に対する

将来の売上割戻しに備えて、

当中間会計期間末売掛金に当

中間会計期間割戻率を乗じた

金額を計上しております。 

 (4) 売上割戻引当金 

同左 

 (4) 売上割戻引当金 

   販売した商品・製品に対する

将来の売上割戻しに備えて、

当事業年度末売掛金に当事業

年度割戻率を乗じた金額を計

上しております。 

 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (5) 退職給付引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく当中間

会計期間末退職慰労金要支給

額を計上しております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充て

るため、内規に基づく当事業

年度末退職慰労金要支給額を

計上しております。 

 (7) スモン訴訟健康管理手当等引

当金 

   スモン訴訟における和解成立

原告に対する健康管理手当及

び介護費用の生涯支払見込額

を計上しております。 

 (7) スモン訴訟健康管理手当等引

当金 

同左 

 (7) スモン訴訟健康管理手当等引

当金 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５      ――― ５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約等が

付されている外貨建債権債務

等については、振当処理を行

っております。 

５ ヘッジ会計の方法 

同左 

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引及

び通貨オプショ

ン取引 

ヘッジ対象 実需に基づく外

貨建予定取引及

び外貨建債権債

務 

  

   (3) ヘッジ方針 

   将来の為替変動リスクを回避

しキャッシュ・フローを固定

化することを目的に、事前に

社内において承認を受けた上

で、社内管理規程に基づきヘ

ッジ取引を行っております。 

  

   (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ手段とヘッジ対象につ

いて、既に経過した期間にお

けるキャッシュ・フロー累計

額を比較して有効性の判定を

行っております。 

  

６ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

   なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、未払消

費税等として表示しておりま

す。 

６ 消費税等の会計処理 

同左 

６ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日)を適用しております。 

 この結果、税引前中間純利益が76

百万円減少しております。 

――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――― (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間まで「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合

への出資(前中間会計期間7,083百万円)については、

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６月

９日法律第97号)の施行に伴う「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)等の改正により

当中間会計期間から「投資その他の資産」の「投資有価

証券」に含めて表示しております。 

 なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資額

は3,210百万円であります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― (外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が470百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      88,207百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      88,531百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      89,449百万円 

 ２ 偶発債務 

 保証債務  

  従業員住宅融資の保証 

0百万円

  金融機関借入の保証 

  タナベ 

インドネシア社 239百万円

  計 239百万円

 ２ 偶発債務 

 保証債務  

  金融機関借入の保証 

  タナベ 

インドネシア社 198百万円

  計 198百万円

 ２ 偶発債務 

 保証債務  

  金融機関借入の保証 

  タナベ 

インドネシア社 222百万円

  計 222百万円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引金融機

関５社と特定融資枠契約を締

結しております。 

特定融資枠契約の総額 

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引金融機

関５社と特定融資枠契約を締

結しております。 

特定融資枠契約の総額

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引金融機

関５社と特定融資枠契約を締

結しております。 

特定融資枠契約の総額 

20,000百万円

借入実行残高 ―百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

2,584百万円

無形固定 
資産 

1,077百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

2,355百万円

無形固定
資産 

1,104百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定
資産 

5,479百万円

無形固定
資産 

2,182百万円

※２ 固定資産売却益は、土地建物

の売却益64百万円及び車両そ

の他の売却益であります。 

※２ 固定資産売却益は、土地の売

却益25百万円であります。 

※２ 固定資産売却益は不動産信託

受益権の売却益725百万円、

土地の売却益222百万円であ

ります。 

※３ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損649百万円及びその

他の除売却損であります。 

※３ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損455百万円及びその

他の除売却損であります。 

※３ 固定資産処分損は、土地建物

の売却損649百万円及びその

他の除売却損であります。 

※４     ――― ※４ 減損損失 

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産について減損

損失を計上いたしました。 

   当社は原則として事業用資

産、賃貸資産、遊休資産の区

分にて資産のグループ化を行

い、時価が著しく下落してい

る遊休資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損

失に計上いたしました。事業

用資産につきましては資産グ

ループを、賃貸資産及び遊休

資産につきましては個別資産

をグルーピングの最小単位と

しております。 

   なお、上記減損損失の測定に

使用した回収可能価額は固定

資産税評価額に基づく正味売

却価額であります。 

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 
兵庫県
西宮市
他 

76百万円

合計 76百万円

※４     ――― 

※５     ――― ※５     ――― ※５ 事業構造改革関連費用の主な

ものは、新たに設立する関係

会社への転籍者に対する加算

退職金であります。 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
有形固定資産 
[その他] 

工具、器具及び備品

取得価額 

相当額 
2,498百万円 

減価償却 

累計額相当額 
1,555百万円 

中間期末 

残高相当額 
942百万円 

  
有形固定資産
[その他] 

工具、器具及び備品

取得価額 

相当額 
1,722百万円 

減価償却 

累計額相当額
948百万円 

中間期末 

残高相当額 
773百万円 

有形固定資産 
[その他] 

工具、器具及び備品

取得価額 

相当額 
1,882百万円 

減価償却 

累計額相当額
1,053百万円 

期末残高 

相当額 
829百万円 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 455百万円

 １年超 486百万円

 合計 942百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 １年内 332百万円

 １年超 441百万円

 合計 773百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 368百万円

 １年超 461百万円

 合計 829百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 310百万円

減価償却費相当額 310百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 221百万円

減価償却費相当額 221百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 598百万円

減価償却費相当額 598百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――  当社は、平成17年10月１日に当社

の小野田工場を会社分割し、「山口

田辺製薬株式会社」を設立いたしま

した。 

 分割した資産、負債の項目及び金

額は次のとおりであります。 

 流動資産 8,446百万円

 固定資産 10,335百万円

 固定負債 250百万円

 当社は、平成17年５月12日開催の

取締役会において、平成17年10月１

日をもって当社の小野田工場を会社

分割し、「山口田辺製薬株式会社」

を新たに設立することに関する会社

分割計画書を決定し、平成17年６月

29日開催の第101回定時株主総会の

承認を受けました。 

 当該会社分割に関する事項の概要

は次のとおりであります。 

１ 会社分割の目的 

当社は、「中核となる医療用医

薬品事業に積極的に投資し、競争

力の強化へチャレンジする」こと

をコンセプトに、「中期経営計画 

03―06」(平成15年４月１日～平

成18年３月31日)を策定し、現

在、「営業活動」「研究開発」

「組織・人材」「経営効率」「経

営体質」の５領域における競争力

の強化を推進しております。この

度の生産新会社の設立は、４月か

らの薬事法改正施行を機に、俊敏

でフレキシビリティのある生産体

制を構築するとともに、さらなる

コスト競争力の強化と独自の製造

技術の維持・向上を目指すもので

す。 

生産新会社は、医薬品製造会社

として、独自かつ迅速な経営判断

ができる自己完結型の企業とな

り、製造委受託や就労形態の多様

化に対応する予定です。また、当

社グループの主要な生産拠点とし

て生産機能を集中することによっ

て、必要な製造技術の維持・向上

とコストの削減を図っていきま

す。 

    ２ 会社分割する事業の内容 

当社が販売する医薬品及びその

原薬の製造 

    ３ 会社の分割の形態 

当社を分割会社とし、新たに設

立する「山口田辺製薬株式会社」

を承継会社とする新設分割であ

り、新会社が分割により発行する

株式の総数を当社に割当てる物的

分割であります。 



  

  

(2) 【その他】 

① 平成17年11月７日開催の取締役会において、第102期の中間配当を次のとおり行う旨決議しました。 

② 米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につ

きましては、一部の原告と和解が成立しておりますが、引き続き係争中であります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ４ 承継会社の概要 

 (1) 会社名 

 山口田辺製薬株式会社 

 (2) 事業内容 

 医薬品等の製造売買及び輸出

入 

 (3) 設立年月日 

 平成17年10月１日(予定) 

 (4) 本社所在地 

 山口県山陽小野田市大字小野

田7473番地の２ 

 (5) 資本金      100百万円 

 (6) 資産・負債及び資本の額 

 (平成17年３月31日現在の帳

簿価額に基づく) 

 資産額    18,071百万円 

 負債額      252百万円 

 純資産額   17,819百万円 

 (7) 従業員数      約380名 

 (8) 大株主及び持株比率 

 田辺製薬株式会社   100％ 

    ５ 会社分割の時期 

平成17年10月１日(予定) 

中間配当金の総額 2,479百万円 

１株当たり中間配当金 10円 

支払請求権の効力発生日及び支払い開始日 平成17年12月１日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第101期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2)  
  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
  
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年４月８日関東財務局長に提出 

(3)  
  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  平成17年５月13日関東財務局長に提出 

(4)  
  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
  
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  平成17年６月７日関東財務局長に提出 

(5)  
  
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
  
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月29日 

  平成17年７月５日関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月９日

田 辺 製 薬 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、田辺製薬株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

田 辺 製 薬 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、田辺製薬株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月９日

田 辺 製 薬 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第101期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、田辺製薬株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

田 辺 製 薬 株 式 会 社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第102期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、田辺製薬株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月１日に会社の小野田工場を会社分割し、「山口田辺製

薬株式会社」を設立した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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